
様式第１－２（日本産業規格Ａ列４番） 

北上交協第  号 

令和６年９月 日 

 

 

 国土交通大臣 殿 

 

 

                             氏名又は名称 北海道上川地域公共交通活性化協議会 

                             住    所 北海道旭川市永山 6 条 19 丁目 1 番 1 号 

                             代 表 者 氏 名  会長 上田 昌宏 

 

 

 

地域公共交通計画変更認定申請書 

 

 

 

 令和  年  月  日付け  第  号で国土交通大臣より認定された地域公共

交通計画を別紙のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

○ 変更日 

  令和６年１０月１日 

 

 

○ 変更箇所 

  別紙のとおり 

 

 

○ 変更理由 

  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※本申請書に、変更する事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。 

 ※「変更理由」は、具体的に記述すること。 

 

 



別紙 

  

変更箇所 

事業者名 系統名 変更内容 補助予定額の変更 

道北バス(株) 名寄線 計画額変更 国庫補助額：＋10,714.0 千円 

（変更前：11,083.0千円⇒変更後：21,797.0千円）  

愛別線（比布経由） 計画額変更 国庫補助額：＋3,740.5千円 

（変更前：3,869.5千円⇒変更後：7,610.0千円） 

当麻線 計画額変更 国庫補助額：＋2,023.0千円 

（変更前：1,591.0千円⇒変更後：3,614.0千円） 

層雲峡線 計画額変更 国庫補助額：＋5,523.5千円 

（変更前：14,535.0千円⇒変更後：20,058.5千円） 

 

 

変更理由 

事業者名 系統名 変更理由 

道北バス(株) 名寄線 利便増進実施計画の認定を受け、利便増進特例の適用を受けるため。 

愛別線（比布経由） 利便増進実施計画の認定を受け、利便増進特例の適用を受けるため。 

当麻線 利便増進実施計画の認定を受け、利便増進特例の適用を受けるため。 

層雲峡線 利便増進実施計画の認定を受け、利便増進特例の適用を受けるため。 

 



別 紙 

 

令和６年９月 日 

北海道上川地域公共交通活性化協議会 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 当地域は、旭川市、士別市・名寄市、富良野市を中心として日常生活圏が形成されていることから、周辺

地域の住民にとって必要不可欠なバス路線として、これらの中心都市と周辺地域とを結ぶ広域的・幹線的な

バス路線である地域間幹線系統を維持することが必要である。 

 旭川市から名寄市方面の名寄線、愛別線は、国道 40号線沿いの病院への通院や高校への通学など地域住民

の生活交通として機能しており、並行するＪＲ宗谷本線と同様に広域的輸送の機能の一部を担っている。 

 旭川市から上川町方面の層雲峡線については、旭川市内の病院への通院など地域住民の生活交通として機

能しており、ＪＲ石北本線と同様に広域的輸送の機能の一部を担っている。また、当麻線については、当麻

町市街地と当麻町民の生活圏である旭川市永山地区とを直接結ぶ路線として利用が多く、地域住民の生活交

通として機能している。 

 旭川市から富良野市方面の旭川線（ラベンダー号）については、富良野市から中富良野町、上富良野町、

美瑛町の市街地や旭川空港、旭川医大病院を経由して旭川市へ至る路線として、沿線市町村から旭川市や富

良野市への病院への通院等の生活路線としての利用が多く、旭川空港から沿線の観光地へ向かうことができ

る観光路線としての側面を併せ持ち、観光客の利用も多い。旭川空港経由旭岳線（いで湯号）については、

旭川市から旭川空港を経由し、旭岳ロープウェイに至る路線で、主に観光目的での輸送を担っている。 

 名寄市近郊地域の恩根内線については、名寄市から美深町市街地を経由し美深町恩根内地区へ至る路線と

して、美深町から名寄市のみならず、美深高校への通学に利用されており、必要な生活路線として機能して

いる。下川線については、名寄市から下川町へ至る路線として、下川町民の生活圏である名寄市を結ぶ生活

路線として機能している。興部線については、廃止となったＪＲ名寄本線の代替バスとして運行を開始し、

名寄市から興部町へ至る路線として、沿線住民の通院・通勤・通学等に利用される広域的な生活路線として

機能している。 

 富良野市近郊地域の西達布線については、ＪＲ根室本線一部廃止による代替バスとして、令和６年４月か

ら終点を西達布から幾寅駅まで延伸し、通学等に利用される生活路線として機能させていく必要がある。 

 

２.地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

 公共交通（広域交通※）利用者数を 942,000 人以上（令和３年度の実績 848,231 人）とする。 

 公的資金が投入されている公共交通（広域交通※）の収支率を 38.31％以上（令和３年度の実績 37.15％）

とする。 

 公共交通（広域交通※）への公的資金投入額を 524,022 千円以下（令和３年度の実績 524,022 千円）とす

る。 

（北海道上川地域公共交通計画 Ｐ142 参照） 

 ※ 広域交通：地域間幹線系統及び広域生活交通路線 

（２）事業の効果 

中心都市（旭川市、士別市・名寄市、富良野市）と周辺地域とを結ぶ１７系統を維持していくことによ

り、地域間幹線系統と結ばれている他のバス路線を含め地域全体として、住民の生活交通手段として必要不

可欠な公共交通機関であるバス路線が確保される。 

 



別 紙 

３．２.の目標を達成するために行う事業及びその実施主体  

・関係者で協議・検討を行い広域交通の維持・確保の方針を設定し、必要に応じて見直しを行う（市町村・

事業者） 

・運行形態の最適化について地域の実情に応じた協議・検討を行う（市町村） 

・利用者等のデータの提供や、運行形態の最適化について必要に応じた協議・検討を行う（事業者） 

・バス運転手の業務内容や社会的重要性などの情報発信を行う（事業者） 

・就職活動イベントなどを実施すると共に、情報の周知を行う（市町村・事業者） 

・各市町村における実情やニーズに応じた乗換拠点の機能集約や情報提供機能の強化等による乗換環境の向

上を検討・実施する（市町村） 

・観光施策と連携した利用促進の取組について、情報共有を図るとともに検討を行う（市町村・事業者） 

（北海道上川地域公共交通計画 Ｐ137～141 参照） 

 

４.地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者 

 表１のとおり 

５.地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額  

 表２のとおり 

６.２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

広域交通の運行事業者からの提供データによる確認 

７.別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数が３回以上で足り

ると認めた系統の概要【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

８.別表１の補助対象事業の基準二に基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備さ

れている」と認めた市町村の一覧【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及びその特記事項【地域間

幹線系統のみ】 

 別紙「生産性向上の取組について」のとおり 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要【地域内フィーダー系統のみ】 

 ※該当なし 

11．車両の取得に係る目的・必要性【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を

受けようとする場合のみ】 

 地域公共交通確保維持改善事業を活用し、沿線住民の日常生活の移動や広域的な移動手段を持続的に確保

していく。 

また、住民等の移動実態やニーズを踏まえ、最適化を検討しながら移動手段の確保に努める。 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補

助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 多くの地域において、バス利用者が減少傾向にある中、事業者の投資意欲は低く車両の老朽化が進んでお

り、法定耐用年数（５年）を超える車両が多く使用されている状況であり、また、国の「移動円滑化の促進

に関する基本方針」に定められている令和７年度末までに約８０％をノンステップバスに転換するという目

標に対し、本道の整備水準は３８．３％（平成３１年３月末現在）と低位にあることから、当地域において



も事業者の車両取得に対する補助を活用し、車両の更新を促進する必要がある。 

 

（２）事業の効果 

 安定かつ快適な輸送サービスの提供が可能になることに加え、低床車両の導入により、体の不自由な方や

高齢者、車椅子利用者の利便性向上が図られる。 

13．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体・要する費用の総額、負担者とそ

の負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合の

み】 

地域公共交通確保事業費補助金交付要綱「表６及び表７」を添付。 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支の改善に係る計画

（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した利用促進策）【公有民営方式車両購入費国庫補

助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 ※該当なし 

（２）事業の効果 

 ※該当なし 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担額【貨客混載導入経費国

庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

18．協議会の開催状況と主な議論 

 ・令和５年６月３０日（令和５年度第 1回） 事業報告、予算決算、地域公共交通計画の承認 

 ・令和５年１２月２８日（令和５年度第２回）各施策・事業の実施状況、地域公共交通計画の一部改定 

 ・令和６年６月１４日（令和６年度第 1回）事業報告、予算決算、地域公共交通計画の一部改定 

19．利用者等の意見の反映状況 

 計画策定にあたって関係市町村の担当部署責任者（地域協議会構成員）と令和６年５月に協議を行い、地

域住民から寄せられている意見、要望等の有無、内容の確認を行った上で、本計画を策定した。 

 また、通勤・通学など、近隣市町村への移動も多くみられることから、地域の実情に即した交通ネットワ

ークの維持・確保に重点を置いた計画とした。 

 

【本計画に関する担当者：連絡先】        

（住 所） 北海道旭川市永山６条１９丁目    

（所 属） 上川総合振興局地域創生部地域政策課 

（氏 名） 主事 矢作 亮           

（電 話） ０１６６－４６－５９１５      

（メール） yahagi.ryou@pref.hokkaido.lg.jp   



 

表 1 確保・維持する地域間幹線系統の概要 

協議会名 運行予定者名 申請番号 
運行系統名 

（申請番号） 

確保維持事業に要

する国庫補助額

（千円） 

特

例 
備考 

北海道上

川地域公

共交通活

性化協議

会 

道北バス(株) 第１号 名寄線 21,797.0 １  

第２号 愛別線（比布経

由） 
7,610.0 

１  

第３号 白金線 7,140.5   

第４号 当麻線 3,614.0 １  

第５号 層雲峡線 20,058.5 １  

ふらのバス(株) 第１号 旭川線 20,385.0   

第２号 西達布線 9,300.5   

名士バス(株) 第１号 恩根内線 5,278.0   

第２号 下川線 1,420.0   

第３号 興部線 3,843.2   

旭川電気軌道(株) 第１号 旭川空港経由

旭岳線 
9,820.5 

  

空知中央バス 第２号 深旭線 1,721.6   

道北バス(株)・ 

沿岸バス(株) 
第１号 留萌旭川線 4,212.0 

  

 116,200.8 千円  

 



表２　地域公共交通確保維持改善事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

2185.5

(5.9)

2183.5

(5.9)

1460.0

(4.0)

3638.0

(9.9)

2550.5

(6.9)

( )

( )

( )

( )

( )

再編特例適用

％

合計 5系統
復258.2Ｋｍ 258.4Ｋｍ

往11.5Ｋｍ

　．　Ｋｍ

往258.6Ｋｍ 往211.1Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

復210.7Ｋｍ 210.9Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

復11.5Ｋｍ 11.5Ｋｍ

　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

日 回 人

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

日 回 人 ％

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

日 回 人 ％

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

日 回 人

往　．　Ｋｍ

日 回 人 ％

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

層雲峡 365 日 回 4.0 人北北海道 第5号 1 層雲峡線 旭川駅前 上川駅前 27.6 0.000％

往69.5Ｋｍ 往69.5Ｋｍ

100.000％

往　．　Ｋｍ

復69.5Ｋｍ 69.5Ｋｍ 復69.5Ｋｍ 69.5Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

51.569％

往22.3Ｋｍ 往22.3Ｋｍ

100.000％

往　．　Ｋｍ

復22.3Ｋｍ 22.3Ｋｍ 復22.3Ｋｍ 22.3Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復11.5Ｋｍ 11.5Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往11.5Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

当麻ヘル

シーシャ

トー
364 日 回 4.9 人北北海道 第4号 1 当麻線 旭川駅前

永山2条19

丁目
48.5

往　．　Ｋｍ

大雪青少

年交流の

家
365 日 回 6.5 人北北海道 第3号 白金線 旭川駅前 美沢小学校 26.0 0.000％

往47.5Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ

復47.5Ｋｍ 47.5Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

北北海道 第2号 1
愛別線
(比布経

由)
旭川駅前 比布

往　．　Ｋｍ （平均） 往　．　Ｋｍ

365 日 回 3.3 人

19.4愛別 364 日 回 3.3 人

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往30.9Ｋｍ 往30.9Ｋｍ

100.000％

往　．　Ｋｍ

復30.7Ｋｍ 30.8Ｋｍ

リ ヌ ル

補助ブロック外
乗入部分、同一
補助ブロック都
道府県外乗入
部分及び他路

線との競合部分
以外のキロ程の

比率

（チー（リ＋ヌ＋
ル））÷チ＝ヲ

北北海道 第1号 1 名寄線 旭川駅前 和寒 名寄 19.4 0.000％

復88.2Ｋｍ 88.3Ｋｍ 復88.2Ｋｍ 88.3Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

（平均） 往88.4Ｋｍ （平均）

100.000％

往　．　Ｋｍ （平均）

　．　Ｋｍ

往88.4Ｋｍ

　．　Ｋｍ

（平均）

100.000％

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統名

運行系統

起点
主な

経由地
終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク

系統キロ程と地域公共交
通再編事業を実施する区

域におけるキロ程との比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線と
の競合

率

計画運行
日数

計画運行回
数

（　　）

計画平均乗車
密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事業を
実施する区域におけるキ

ロ程

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走

行キロ当たり経常費用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

北北海道 251円     47銭

 336円     09銭

 251円     47銭

 221円     96銭



千円 営業外費用

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前々年度）
ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キロ当
たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

北北海道 228円     75銭

 247円     12銭

 278円     54銭



円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

△ 233,297

3,048 経常費用（ロ”） 1,041,812

△ 244,505

1,098,360 千円 営業外費用 4,074 経常費用（ロ’）

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

4,554,299.6
経常収支率 76.53

営業損益 △ 270,836 千円 営業外損益 26,331 経常損益

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 767,928 千円 営業外収益 29,379 経常収益（イ”） 797,307

営業費用 1,038,764

千円 営業外損益 12,195 経常損益

事業者名 道北バス株式会社

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
3,907,977.3

経常収支率

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

4,460,990.0
経常収支率 76.20

令和　７　年度

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 851,935 千円 営業外収益 15,514 経常収益（イ） 867,449

営業費用 1,085,232 千円 営業外費用 3,319 経常費用（ロ） 1,088,551

△ 221,102営業損益

79.69

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 831,131 千円

1,102,434

営業損益 △ 267,229 千円 営業外損益 4,862 経常損益 △ 262,367

営業外収益 8,936 経常収益（イ’） 840,067

営業費用

100.000％

100.000％

48.430％

100.000％

％

％

％

％

％

0.000％

復30.7Ｋｍ 30.8Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ



北北海道 第1号 1

北北海道 第2号 1

北北海道 第3号

北北海道 第4号 1

北北海道 第5号 1

北北海道 第1号 1

北北海道 第2号 1

北北海道 第3号

北北海道 第4号 1

北北海道 第5号 1

合計

120,443,414円

116,715,701円 62,159,437円 120,440千円 60,220千円

円

円

円

円

106,161,475円

ソ×ヲ＝ツ

15,220,617円

ナ×1/2＝ラ

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

ソのうち補助ブロック外乗入部
分、同一補助ブロック都道府県
外乗入部分及び他路線との競

合部分以外に係るもの

ソのうち補助ブロック外
乗入部分及び同一補助
ブロック都道府県外乗入

部分以外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費

43,594,449円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合計

16,755,881円

14,785,724円

29,317,893円

36,441,027円

円

円

106円63銭



196円58銭



103円63銭



　　　円　　銭

　　　円　　銭

　　　円　　銭

　　　円　　銭

　　　円　　銭

千円

計画額

100.000％

100.000％

1,175,218.8ｋｍ 295,532,270円

162,254.8ｋｍ

354,519.5ｋｍ

％

％

％ ．ｋｍ

．ｋｍ

40,802,214円

89,151,018円

43,594,449円

15,220,617円

負担割合 負担額ツ×みなし運行回数／
①計画運行回数＝ネ

ナ 負担額 負担割合

21,797.0千円

7,610.0千円

円

円

円

127,849,665円

426,877.2ｋｍ

151,771.3ｋｍ

138,652.5ｋｍ

149,137.5ｋｍ

351,645.0ｋｍ

．ｋｍ

151,771.3ｋｍ

138,652.5ｋｍ

124円62銭



207円38銭

28,754,991円

147円80銭



　　　円　　銭

　　　円　　銭 円

円

円

円

円

円

円

円

円

．ｋｍ

．ｋｍ ．ｋｍ

．ｋｍ

．ｋｍ

1,218,083.5ｋｍ

％

206円92銭



123円49銭



　　　円　　　　銭

　　　円　　　　銭

．ｋｍ

385,241.0ｋｍ 96,876,554円

補助対象系統
の実車走行キ
ロ当たり経常

収益
ヤ’÷マ’＝e

77円74銭



経常収益
ヤ’

33,188,713円

実車走行
キロ
マ

732,703.8ｋｍ

補助対象系
統の実車走
行キロ当たり

経常収益
ヤ÷マ＝f

77円83銭



100.000％

％

134,503.5ｋｍ

138,700.0ｋｍ

33,823,595円

34,878,889円

117円96銭



131円51銭



17,904,186円

18,234,195円

実車走行
キロ
マ”

補助対象系
統の実車走
行キロ当たり

経常収益
ヤ”÷マ”＝d

71円56銭



110円40銭



57,026,590円

18,914,058円

75円71銭



117円66銭



148円50銭



経常収益
ヤ”

100.000％ 30,549,140円

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック外
乗入部分及び
同一補助ブ

ロック都道府県
外乗入部分以
外のキロ程の

比率

計画実車走行
キロ

補助対象
経常費用
の見込額

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝ヲ’

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

基準期間の前々年度

補助対象系統のキロ当たり経常収益

(d+e+f)/3 =ノ

円

円

円

　　　円　　銭

　　　円　　銭

　　　円　　銭

　　　円　　　　銭

　　　円　　　　銭

　　　円　　　　銭

．ｋｍ

．ｋｍ

．ｋｍ

．ｋｍ

22,166,668円

7,739,296円

円

円

円

　　　円　　銭

　　　円　　銭

経常費用から
経常収益を
控除した額

ニ×ワ－ヨ＝ム

14,281,939円

7,228,451円

40,117,958円

円

円

円

40,117,958円

円

14,281,939円

3,500,738円

円

円

円

円

3,182,489円

29,070,984円

円

円

円

負担割合負担額 負担割合 負担額

％ ．ｋｍ

17,997,914円

14,281,939円

7,228,451円

45,371,405円

円

円

円

92,369,667円

円

152,589,667円

43,594千円

15,220千円

14,281千円

7,228千円

40,117千円

千円

千円

千円

千円

千円

7,140.5千円

3,614.0千円

20,058.5千円

千円

千円

千円

千円

67,709,958円

円

60,220,000円

47.47％

73.26％

99.99％

99.99％

79.24％

％

％

％

％

％

65.19％

21,797,000円

7,610,000円

7,140,500円

3,614,000円

20,058,500円

円

円

円

円

0円

52.52％

32,146,000円

26.73％

0.00％

0.00％

20.76％

％

％

％

％

％

34.80％

24,115,000円

2,777,000円

0円

0円

5,254,000円

0円

0円

0円

0円

0円

0円

0.00％

0.00％

0.00％

0.00％

0.00％

％

％

％

％

％

0.00％

0円

0円

0円

0円

0円

0円

0円

0円

0円

円

3,667円

0.00％

0.01％

0.01％

0.01％

0.00％

％

％

％

％

％

0.00％

958円

914円

939円

451円

405円

円

円

円

円

円

円

円

円

基準期間

経常収益
ヤ

119円04銭



．ｋｍ

．ｋｍ

33,119,555円

51,975,526円

円

円

円

円

円

202円13銭



基準期間の前年度

189,790,720円

149,137.5ｋｍ

1,523,910.1ｋｍ

222円07銭



　　　円　　銭

　　　円　　銭

　　　円　　銭

141,334,051円

実車走行
キロ
マ’

426,877.2ｋｍ

151,771.3ｋｍ

138,652.5ｋｍ

149,137.5ｋｍ

351,645.0ｋｍ

．ｋｍ

1,218,083.5ｋｍ

30,146,584円

．ｋｍ

．ｋｍ

．ｋｍ

351,645.0ｋｍ41,860,373円

15,695,500円

18,360,996円

40,117,958円

円

円

142,942,603円

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

カ－ヨ＝タ

67,709,958円

17,997,914円

14,281,939円

7,228,451円

45,371,405円

円

円

円

円

円

152,589,667円

補助対象
経常収益
の見込額

ノ×ワ以上の額：ヨ

29,166,596円

15,825,681円

20,596,950円

33,573,763円

43,779,613円

補助対象経費
の限度額

カ×9/20＝レ

132,989,520円

タ又はレのうちいずれか少
ないほうの額

ソ

円

ソ×ヲ’＝ツ’

43,594,449円

15,220,617円

円

7,228,451円

40,117,958円

都道府県

ウの負担者とその負担割合
損失額から国庫補助

額を控除した額

ム－ラ＝ウ

45,912,958円

10,387,914円

7,141,439円

3,614,451円

25,312,905円

円

43,594,449円

15,220,617円

「その他の者」の
具体的概要

事業者自己負担その他の者市区町村



17.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額から左記の場合の（ネ）の金
額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるときは、国土交通大臣に
報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 7.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 8.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を記載する。

18.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１／２０に相当する額と都道府
県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

19.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

20.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基準期間の前年度、基準
期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

 9.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

10.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統について
は、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

11.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

12.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ程（リ）－同一補助ブロック都
道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

13.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

14.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄につ
いては、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

15.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

16.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

北北海道 第2号 1 上川地域公共交通活性化協議会
往30.9Ｋｍ

20,058.5千円

合計 5系統

（平均）
100.000％

北北海道 第3号 上川地域公共交通活性化協議会
往47.5Ｋｍ （平均）

100.000％

北北海道 第1号 1 上川地域公共交通活性化協議会
往88.4Ｋｍ

法定協議会にお
ける

運行割合

往22.3Ｋｍ （平均）
100.000％

復22.3Ｋｍ 22.3Ｋｍ

北北海道 第5号 1 上川地域公共交通活性化協議会
往69.5Ｋｍ （平均）

100.000％
復69.5Ｋｍ 69.5Ｋｍ

北北海道 第4号 上川地域公共交通活性化協議会1

復30.7Ｋｍ 30.8Ｋｍ

復88.2Ｋｍ 88.3Ｋｍ

（平均）
100.000％

復47.5Ｋｍ 47.5Ｋｍ

法定協議会において
算出する
計画額

21,797.0千円

7,610.0千円

7,140.5千円

3,614.0千円

地域公共交通の活性化法及び再生に関する法律（地域交通法）に基
づく協議会（以下、「法定協議会」）名

法定協議会にて算出するキロ程



北海道上川地域公共交通利便増進実施計画（概要）

・北海道上川地域の旭川市～名寄市エリアと旭川市～上川町エリアでは、一部区間において広域バス路線間での競合がみられるとともに、
バスと鉄道も競合していることから、本計画による最適化を図ることで、二重に必要となっていた車両や人材、管理費用などの削減を
図るほか、運行ダイヤや経路の調整とともに交通結節点を設けることにより、運行効率化と利便性の向上を目指します。

・広域路線の最適化に加えて、各市町内のコミュニティ交通とも連携を図りながら、持続可能な形での広域的な公共交通ネットワークの
確保を目指します。

事業Ⅰ 広域交通の最適化
事業Ⅰ－① 広域幹線間の競合解消と運行頻度の適正化
・各系統の運行頻度・ダイヤを調整
・名寄線の一部をぴっぷスキー場経由化

事業Ⅰ－② 広域幹線と市町内路線の一体的な最適化
・比布町内の無料定期バスの運行を再編し、名寄線（ぴっぷスキー場経由）
への利用に集約

・層雲峡線及び当麻線と旭川市内の競合系統のダイヤを調整

事業Ⅱ 最適化と併せて実施する公共交通のサービス向上
事業Ⅱ－① シームレスな乗り場環境の創出
・名寄線、愛別線を比布駅経由化
・当麻線、層雲峡線の経路変更（旭川駅前）

事業Ⅱ－② 乗車環境の利便増進
・タッチ決済の利活用促進やＷｉ-Ｆｉ設備の導入

事業の内容

事業Ⅰ 広域交通の最適化
・運行効率性の向上による公共交通のサービスの確保

事業Ⅱ 最適化と併せて実施する公共交通のサービス向上
・アクセス性の向上、車内環境の充実、速達性の向上

事業の効果

作成自治体 北海道、旭川市～名寄市・上川町方面の市町
事業実施区域 旭川市～名寄市エリア（旭川市、士別市、名寄市、比布町、和寒町、剣淵町）

旭川市～上川町エリア（旭川市、当麻町、比布町、愛別町、上川町）
事業実施予定期間 令和６年１０月～令和１０年３月



 

北 交 企 第 ２ ９ 号 

令和６年８月２７日 

  

 

北海道上川地域公共交通活性化協議会 

会長  上田 昌宏  殿 

 

 

 

北海道運輸局長 井上 健二   

 

 

 

地域公共交通利便増進実施計画の認定について 

 

 

 

令和６年７月２５日付け北上交協第２２号で申請のあった地域公共交通利便

増進実施計画については、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第２７

条の１５第２項により認定したので通知します。 

 

  



名寄線 運行概要 

※赤字は変更箇所 

項  目 内   容 

運行事業者  道北バス株式会社 

事業の種類  一般乗合旅客自動車運送事業 

運送の態様  路線定期運行 

系

統

① 

起 点  旭川駅前  旭川駅前 

主な経由地  和寒  和寒、比布駅 

終 点  名寄  名寄 

キロ程  往路84.1km　復路83.9km  往路85.1km　復路84.9km 

系

統

② 

起 点 

同上 

 旭川駅前 

主な経由地  和寒、比布駅、遊湯ぴっぷ  

終 点  名寄 

キロ程  往路88.4km　復路88.2km 

系

統

③ 

起 点 

同上 

 旭川駅前 

主な経由地  和寒、比布駅、ぴっぷスキー場 

終 点  名寄 

キロ程  往路89.8km　復路89.6km 

系

統

④ 

起 点   

主な経由地   

終 点   

キロ程   

車両  大型バス  

運行日  各系統共通 通年運行（12/29～1/1 の減便・運休を除く） 

 

※ 自家用有償運送の場合 

旅客の運送に付随した、少量の郵便物、新聞紙等の貨物の運送   行う ・ 行わない 



愛別線（比布経由） 運行概要 

※赤字は変更箇所 

項  目 内   容 

運行事業者  道北バス株式会社 

事業の種類  一般乗合旅客自動車運送事業 

運送の態様  路線定期運行 

系

統

① 

起 点  旭川駅前  旭川駅前 

主な経由地  比布  比布、比布駅 

終 点  愛別  愛別 

キロ程  往路29.9km　復路29.7km  往路30.9km　復路30.7km 

系

統

② 

起 点   

主な経由地   

終 点   

キロ程   

系

統

③ 

起 点   

主な経由地   

終 点   

キロ程   

系

統

④ 

起 点   

主な経由地   

終 点   

キロ程   

車両  大型バス  

運行日  各系統共通 通年運行（12/29～1/1 の減便・運休を除く） 

 

※ 自家用有償運送の場合 

旅客の運送に付随した、少量の郵便物、新聞紙等の貨物の運送   行う ・ 行わない 



当麻線 運行概要 

※赤字は変更箇所 

項  目 内   容 

運行事業者  道北バス株式会社 

事業の種類  一般乗合旅客自動車運送事業 

運送の態様  路線定期運行 

系

統

① 

起 点  1 条 8 丁目  旭川駅前 

主な経由地  永山 2条 19 丁目  1 条 8 丁目、永山 2条 19 丁目 

終 点  当麻ヘルシーシャトー  当麻ヘルシーシャトー 

キロ程  往路　20.5km　復路20.5km  往路22.3km　復路22.3km 

系

統

② 

起 点   

主な経由地   

終 点   

キロ程   

系

統

③ 

起 点   

主な経由地   

終 点   

キロ程   

系

統

④ 

起 点   

主な経由地   

終 点   

キロ程   

車両  大型バス  

運行日  各系統共通 通年運行（12/29～1/1 の減便・運休を除く） 

 

※ 自家用有償運送の場合 

旅客の運送に付随した、少量の郵便物、新聞紙等の貨物の運送   行う ・ 行わない 



層雲峡線 運行概要 

※赤字は変更箇所 

項  目 内   容 

運行事業者  道北バス株式会社 

事業の種類  一般乗合旅客自動車運送事業 

運送の態様  路線定期運行 

系

統

① 

起 点  旭川駅前  旭川駅前 

主な経由地  上川駅前  1 条 8 丁目、上川駅前 

終 点  層雲峡  層雲峡 

キロ程  往路68.9km　復路69.0km  往路69.5km　復路69.5km 

系

統

② 

起 点   

主な経由地   

終 点   

キロ程   

系

統

③ 

起 点   

主な経由地   

終 点   

キロ程   

系

統

④ 

起 点   

主な経由地   

終 点   

キロ程   

車両  大型バス  

運行日  各系統共通 通年運行（12/29～1/1 の減便・運休を除く） 

 

※ 自家用有償運送の場合 

旅客の運送に付随した、少量の郵便物、新聞紙等の貨物の運送   行う ・ 行わない 


